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(百万円未満切捨て)

１．2022年３月期第３四半期の連結業績（2021年４月１日～2021年12月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期第３四半期 33,339 5.7 2,189 64.2 2,515 62.5 1,862 17.8

2021年３月期第３四半期 31,529 △6.0 1,333 △23.4 1,548 △21.3 1,581 7.4
(注) 包括利益 2022年３月期第３四半期 422百万円( △84.0％) 2021年３月期第３四半期 2,648百万円( 62.5％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年３月期第３四半期 363.08 362.69

2021年３月期第３四半期 309.18 307.40
　

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年３月期第３四半期 49,801 34,166 68.6

2021年３月期 57,167 34,357 60.1
(参考) 自己資本 2022年３月期第３四半期 34,151百万円 2021年３月期 34,342百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年３月期 － 50.00 － 80.00 130.00

2022年３月期 － 50.00 －

2022年３月期(予想) 24.00 －
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
　

(注) 2021年３月期期末配当金の内訳 特別配当 30円00銭
　

当社は、2022年２月１日を効力発生日として、普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行う予定であります。
2022年３月期期末配当金（予想）については、当該株式分割の影響を考慮した配当金の額を記載し、年間配当金合計
は「－」と記載しております。なお、株式分割を考慮しない場合の2022年３月期期末配当金（予想）は72円00銭、年
間配当金は122円00銭となります。

３．2022年３月期の連結業績予想（2021年４月１日～2022年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 46,740 1.1 3,260 8.6 3,490 5.8 2,540 △15.0 165.23
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
　

当社は、2022年２月１日を効力発生日として、普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行う予定であります。
2022年３月期の連結業績予想における１株当たり当期純利益については、当該株式分割が2022年３月期の期首に行わ
れたと仮定して算出しております。なお、当該株式分割を考慮しない場合の１株当たり当期純利益は495円69銭とな
ります。

　　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

新規 － 社（社名） 、除外 － 社（社名）
　

　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無
　

　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

（注）詳細は、添付資料Ｐ．８「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項
（会計方針の変更）」をご覧ください。

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年３月期３Ｑ 5,140,000株 2021年３月期 5,140,000株

② 期末自己株式数 2022年３月期３Ｑ 9,618株 2021年３月期 14,811株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年３月期３Ｑ 5,128,713株 2021年３月期３Ｑ 5,113,690株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

（株式分割について）
当社は、2021年12月23日開催の取締役会において、2022年２月１日を効力発生日として普通株式１株を３株に株式
分割することを決議し、併せて配当予想の修正を行っております。詳細は2021年12月23日公表の「株式分割、定款
一部変更および配当予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。なお、「２．配当の状況」における2022年
３月期期末配当金（予想）の配当金および「３．2022年３月期の連結業績予想」における１株当たり当期純利益に
つきましては、分割後の株式数を基に算出しております。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間における国内経済は、新型コロナウイルスデルタ株の感染症拡大による経済活動の制限

などで厳しい状況が続きましたが、海外経済の改善や、ワクチン接種が進み感染者が減少したことで活動規制が緩和

されるなど、弱いながらも持ち直しの動きが見られました。しかしながら、先行きに関しましては、新型コロナウイ

ルスオミクロン株の急速な感染拡大のほか、原材料価格の上昇や半導体等電子部品の供給不足懸念など、不透明な状

況となっております。

当社グループを取り巻く環境は、前期落ち込んだ新設住宅着工数に回復傾向が見られ、公共投資は高水準を維持、

さらに企業の設備投資も多くが増加を予測しており、前期の環境からは改善が期待されます。

このような状況のもと、当社グループは2021年５月に公表しました2021年度から2023年度の３ヵ年を対象期間とし

た「中期経営計画2023」の基本戦略「市場の拡大、事業領域拡大へのチャレンジ」、「基盤事業の競争力と収益力向

上」並びに「経営力の強化」に基づき、各重点施策を推進してまいりました。

こうした背景の中で、当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高は、前期落ち込んだ国内市場が回

復傾向にあることや会計基準変更による影響などから、前年同四半期比5.7％増収の333億３千９百万円となりまし

た。利益面につきましては、増収による効果のほか、売上製品構成変化がプラスに働いたこと、また、販売費及び一

般管理費の減少により、営業利益は前年同四半期比64.2％増益の21億８千９百万円、経常利益も前年同四半期比62.5

％増益の25億１千５百万円となりました。前年同四半期に投資有価証券売却益の計上があった特別利益は減少しまし

たが、親会社株主に帰属する四半期純利益も前年同四半期比17.8％増益の18億６千２百万円となりました。

事業部門別の状況は次のとおりであります。

（計測器関連事業）

売上高は、前年同四半期比5.6％増の332億８千８百万円となりました。各分野別の状況は次のとおりでありま

す。

ガス関連機器

ＬＰガス関連は減少となりました。2019年度から販売を開始したＩｏＴ関連製品は順調に数を伸ばしております

が、家庭用プロパンガスメーターが前期から需要下降期に入っており、このマイナスの影響が上回りました。都市

ガス関連は増加となりました。海外向けは減少したものの、前期に落ち込んだ国内向けは需要が回復しました。こ

の結果、ガス関連機器の売上高は前年同四半期比0.8％減の171億８百万円にとどまりました。

水道関連機器

入札における価格競争が引き続き厳しい状況ではありますが、前期に落ち込んだ国内民間市場は需要回復傾向が

見られ、また、海外市場は前期に続き増加となりました。加えて、原材料価格上昇に伴い、スクラップメータの売

却金額が例年より高い水準となり、水道関連機器の売上高は前年同四半期比9.0％増の115億８千７百万円となりま

した。

民需センサー・システム

当社のコア技術を活かした電磁流量計や超音波流量計を中心とした液体・気体の各種センサーとシステムを、工

場における省エネ・省資源管理や環境対策に向けて拡販を進めました。海外向け医療用センサーは前期並みで推移

しておりますが、前期に落ち込んだ国内市場は需要回復の動きが見られ、民需センサー・システムの売上高は前年

同四半期比9.9％増の20億４千６百万円となりました。

計 装

大口物件の確保により受注拡大を図るべく、営業体制の充実や提案力・施工能力の強化などを従前から推し進め

てまいりました。当分野の市場環境に大きな変化はありませんが、当第３四半期においては売上基準の変更がプラ

スに働き、計装の売上高は前年同四半期比44.6％増の25億４千５百万円となりました。

（特機関連事業）

特 機

売上高は、前年同四半期比３千２百万円増の５千１百万円となりました。

なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等の適用により、従前の会計処理と比較して、売上高は６億６千１百万円増加し、営業利益は２億８千１百万

円、経常利益は２億９千万円それぞれ増加しております。
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（２）財政状態に関する説明

　当第３四半期連結会計期間末における四半期連結貸借対照表の前連結会計年度末比増減は以下のとおりとなりまし

た。

流動資産は、売上債権の回収が進んだことや借入金返済などにより現金及び預金が減少したことなどから52億１千

７百万円減少し、306億８千３百万円となりました。固定資産は、株価下落に伴い投資有価証券が23億７千５百万円減

少したことなどから21億４千８百万円減少し、191億１千８百万円となりました。この結果、総資産は73億６千５百万

円減少し、498億１百万円となりました。

負債は、期限を迎えた借入金の返済を実施したほか、支払手形及び買掛金が14億４千４百万円減少したことや未払

法人税等が９億６千２百万円減少したことなどから71億７千５百万円減少し、156億３千５百万円となりました。

純資産は、利益剰余金の増加があったものの、配当金の支払や株価下落に伴いその他有価証券評価差額金が17億円

減少したことなどから１億９千万円減少し、341億６千６百万円となりました。

この結果、自己資本比率は68.6％となり、前連結会計年度末と比べて8.5ポイント増となりました。

なお、収益認識会計基準等の適用により、従前の会計処理と比較して、利益剰余金の期首残高が３千１百万円増加

しております。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2022年３月期の連結業績予想につきましては、第３四半期累計期間の業績は計画を上回って推移しましたが、第４

四半期会計期間は部品不足懸念のほか、「収益認識会計基準」適用がマイナスに影響することも予想され、2021年５

月11日の「2021年３月期決算短信〔日本基準〕（連結）」で公表いたしました業績予想に変更はありません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 13,843 10,520

受取手形及び売掛金 13,279 -

受取手形、売掛金及び契約資産 - 10,741

製品 1,319 1,356

仕掛品 6,924 7,581

原材料及び貯蔵品 226 179

その他 315 310

貸倒引当金 △8 △6

流動資産合計 35,900 30,683

固定資産

有形固定資産 8,308 8,067

無形固定資産 86 82

投資その他の資産

投資有価証券 9,507 7,132

その他 3,369 3,839

貸倒引当金 △4 △4

投資その他の資産合計 12,871 10,967

固定資産合計 21,267 19,118

資産合計 57,167 49,801

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,581 5,137

短期借入金 298 921

１年内返済予定の長期借入金 5,000 406

未払法人税等 1,106 144

役員賞与引当金 57 42

その他 3,276 2,671

流動負債合計 16,320 9,323

固定負債

長期借入金 433 27

退職給付に係る負債 5,767 5,913

資産除去債務 6 6

その他 283 364

固定負債合計 6,490 6,311

負債合計 22,810 15,635
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,218 3,218

資本剰余金 311 311

利益剰余金 27,257 28,483

自己株式 △64 △42

株主資本合計 30,722 31,971

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,911 2,211

為替換算調整勘定 △148 36

退職給付に係る調整累計額 △144 △67

その他の包括利益累計額合計 3,619 2,180

新株予約権 15 15

純資産合計 34,357 34,166

負債純資産合計 57,167 49,801
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

売上高 31,529 33,339

売上原価 23,902 24,962

売上総利益 7,627 8,376

販売費及び一般管理費 6,294 6,186

営業利益 1,333 2,189

営業外収益

受取配当金 232 193

為替差益 - 107

その他 101 114

営業外収益合計 333 415

営業外費用

支払利息 33 30

為替差損 29 -

固定資産売却損 0 28

その他 55 31

営業外費用合計 118 90

経常利益 1,548 2,515

特別利益

投資有価証券売却益 530 -

特別利益合計 530 -

税金等調整前四半期純利益 2,078 2,515

法人税、住民税及び事業税 501 367

法人税等調整額 △3 285

法人税等合計 497 653

四半期純利益 1,581 1,862

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,581 1,862
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

四半期純利益 1,581 1,862

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 866 △1,700

為替換算調整勘定 △58 184

退職給付に係る調整額 259 76

その他の包括利益合計 1,067 △1,439

四半期包括利益 2,648 422

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 2,648 422
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　 該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　 該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これによ

り、工事契約に関して、従来は、工事完成基準によって収益を認識しておりましたが、財又はサービスに対す

る支配が顧客に一定の期間にわたり移転する場合には、財又はサービスを顧客に移転する履行義務を充足する

につれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。履行義務の充足に係る進捗度の測定

は、各報告期間の期末日までに発生した工事原価が、予想される工事原価の合計に占める割合に基づいて行っ

ております。また、契約の初期段階において、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができな

いが、発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しています。なお、契

約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事契約につい

ては代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、工事完成基準によって収益を認識してお

ります。また、販売手数料等の顧客に支払われる対価について、従来は、販売費及び一般管理費等として処理

する方法によっておりましたが、取引価格から減額する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１

四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。た

だし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取

扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、

収益認識会計基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに行わ

れた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影

響額を第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は661百万円増加し、売上原価は425百万円増加、販売費及び

一般管理費は44百万円減少、営業外費用は９百万円減少し、営業利益は281百万円増加しており、経常利益及び

税金等調整前四半期純利益はそれぞれ290百万円増加しております。また、利益剰余金の当期首残高は31百万円

増加しております。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示して

いた「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表

示することとしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度

について新たな表示方法により組替えを行っておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計

基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基

準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に

与える影響はありません。
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（追加情報）

（株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更）

当社は、2021年12月23日開催の取締役会において、株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更を行う旨の

決議をしております。その概要は次のとおりであります。

　 １．株式分割

　 （１）株式分割の目的

株式分割を行い、投資単位当たりの金額を引き下げることにより、より投資しやすい環境を整え、当社株式

の流動性向上を図ることを目的としております。

　 （２）株式分割の概要

　 ①株式分割の方法

2022年１月31日（月曜日）を基準日として、同日最終の株主名簿に記載または記録された株主の所有する

普通株式を、１株につき３株の割合をもって分割いたします。

　 ②分割により増加する株式数

　 株式分割前の発行済株式総数 ： 5,140,000株

　 今回の分割により増加する株式数 ： 10,280,000株

　 株式分割後の発行済株式総数 ： 15,420,000株

　 株式分割後の発行可能株式総数 ： 43,200,000株

（注）上記の発行済株式総数及び増加する株式数は、2021 年11月30 日現在の発行済株式総数に基づき記載

しているものであり、新株予約権の行使により増加する可能性があります。

　 ③日程

　 基準日公告日 2022年１月14日（金曜日）

　 基準日 2022年１月31日（月曜日）

　 効力発生日 2022年２月１日（火曜日）

　 （３）資本金の額の変更

今回の株式分割に際して、資本金の額の変更はありません。

　 （４）１株当たり情報に及ぼす影響

前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合における（１株当たり情報）の各数値はそ

れぞれ次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日）

１株当たり四半期純利益 103円06銭 121円03銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 102円47銭 120円90銭
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　 ２．定款一部変更について

　 （１）変更の理由

今回の株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づく取締役会決議により、2022年２月１日（火曜

日）をもって当社定款第６条の発行可能株式総数を変更いたします。

　 （２）定款変更の内容

変更の内容は以下のとおりです。

　 （下線は変更箇所となります。）

現行定款 変更後定款

第６条（発行可能株式総数および単元株式数）
　 当会社の発行可能株式総数は、
　 1,440万株とする。

第６条（発行可能株式総数および単元株式数）
当会社の発行可能株式総数は、

　 4,320万株とする。

　 （３）定款変更の日程

効力発生日 2022年 ２月１日（火曜日）

（自己株式の取得）

当社は、2021年12月23日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される

同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議しております。その概要は次のとおりであ

ります。

　 １．自己株式の取得を行う理由

譲渡制限付株式報酬制度に基づき割当対象者へ今後交付する株式を確保するため。

　 ２．取得に係る事項の内容

　 （１）取得対象株式の種類 当社普通株式

　 （２）取得し得る株式の総数 20,000株（上限）

　 （発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合0.39％）

　 （３）株式の取得価額の総額 120,000,000円（上限）

　 （４）取得期間 2022年１月４日～2022年３月31日

（注）なお、当社は、2022年２月１日を効力発生日として、普通株式１株につき３株の割合をもって株式分割を

行う予定です（以下「本株式分割」といいます。）。本株式分割に伴い、その効力発生日以降、取得する

株式の総数は、60,000株（上限）となる予定です。

　 ３．自己株式の取得結果

　 （１）取得した株式の総数 20,000株

　 （２）株式の取得価額の総額 111,472,000円

　 （３）取得日 2022年１月４日～2022年１月27日

　 （４）取得方法 東京証券取引所における市場買付

　


